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 所沢市の決算額は、年々増加傾向にあり、平成 26 年度に初めて歳入が 1,000 億円

を超え、28 年度には初めて歳入・歳出ともに 1,000 億円を超えました。 

 歳入と歳出の差額は、繰越金として翌年度の歳入に組み込まれます。 

 

 

 

【普通会計】は、各自治体の財政状況を、相互に比較するために用いられる全国共通

の会計区分です。所沢市では、「一般会計」＋「下水道事業会計の一部」＋「土地区画

整理特別会計」が普通会計となります。 

 今号では、この【普通会計】で所沢市の決算をご紹介しています。 
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 所沢市の財政について、わかりやすくお伝えするために発行している所沢市財政トークス。 
 今号は、令和２年度決算について、「１ 所沢市の財政規模」「２ 歳入決算」「３ 歳出決算」

「４ 貯金と借金」「５ 指標でみる所沢市の財政」の５本立てでご紹介します。 

 財政に詳しい方も、普段あまりなじみのない方も、この機会に、所沢市の財政について新

しい発見をしていただき、興味を持っていただけたら幸いです。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 33 号「令和２年度決算」 

所沢市財務部財政課 令和３年 10 月発行 

１ 

 

決算額の推移 

■ 歳入 ■ 歳出 
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国の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」として実施した特別定額給付金事業

により、約 346 億円を支出しました。この事業は、全て国からの国庫支出金によって

賄われたため、歳入・歳出ともに令和元年度決算額から大幅な増額となりました。 

 

 

 

 

一般的に財政の余力を測ることができる指標として、「経常収支比率」というものが

あります。 

 この比率は人件費、扶助費、公債費など毎年決まって支払わなければならない経費に

対し、市税など毎年決まって収入されるお金がどの位使われているかを示すもので、数

値が低いほど自由に使えるお金が多く、財政に余裕があることを意味しています。 

 

 所沢市の令和 2 年度決算における経常収支比率は 95.0%となりました。これを家計

に置き換えると、「例えば給料などで月 40 万円の収入があったとして、そこから食費

や住宅ローン返済などの固定的支出に 38 万円支出し、趣味や旅行など自由に使えるお

金が 2 万円しか残っていない」という状態になります。 

 

 
 20 年前や 10 年前の所沢市の経常収支比率と比較すると、平成 12 年度は

79.5％、平成 22 年度は 92.8％となっており、自由に使えるお金がだんだん減ってき

ていることがわかります。 

 このように歳入歳出の差引では黒字が続いていますが、決して余裕があるとはいえ

ず、以前と比べると財政の硬直化が進んできています。 

 

毎年決まって支払う支出

毎年決まって入ってくる収入
=経常収支比率

新しい事業などに
自由に使えるお金

固定的収入
・市税

・地方交付税

など

固定的支出
・人件費

・扶助費

・公債費

・維持補修費 など

９５．０％

５．０％

《所沢市の場合》

趣味や旅行など
自由に使えるお金

固定的収入
・給料 など

固定的支出
・食費

・光熱水費

・携帯電話料金

・ローンの返済

など

３８万円

２万円

《月の収入が40万円の場合》

これを家計に例えると・・・

２ 
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市債  
 
道路や施設の工事などにあたり、 
国や銀行などから借り入れた額 

533億9,869万円 35.1%

108億8,063万円 7.2%

15億342万円 1.0%25億552万円 1.6%

667億6,174万円 43.9%

86億3,417万円 5.7%

71億2,785万円 4.7% 12億9,843万円 0.8%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

【 歳入総額 1,521 億 1,045 万円 】 

繰入金・繰越金  
 
基金（貯金）の取り崩し額や、 
前年度からの繰り越し額 

使用料・手数料  
 
施設の使用料や証明発行手数料 
など 

その他  
 
保育料やふるさと納税による寄附
金、その他の収入 

国・県支出金  
 
特定の事業に対し、国や県から配分
された補助金など 

譲与税・交付金  
 
地方消費税や自動車取得税など、 
国や県が集めて市に交付される税金など 

地方交付税  
 
自治体の財政力に応じて、 
国から配分された収入 

市税  
 
市民の皆さんや法人に納めていた
だいた、市民税や固定資産税など 

自主財源 
44.9％ 

依存財源 
55.1％ 

令和元年度は【市税】が一番多く約 45%を占めていましたが、令和 2 年度は【国・

県支出金】が約 382 億円の増となり、歳入総額に占める割合で最も大きくなりました。 

その主な要因としては、特別定額給付金事業費補助金及び同事務費補助金（合計約

346 億円）や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（約 29 億円）が交付

されたことによるものです。 

３ 
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481億9,482万円 33.2%

466億4,185万円 32.1%

127億9,086万円 8.8%

127億4,106万円 8.8%

114億2,270万円 7.9%

66億4,310万円 4.6% 40億9,473万円 2.8%

25億5,246万円 1.8%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

【 歳出総額 1,450 億 8,158 万円 】 

歳出総額を所沢市の人口で割ると、１人当たりの金額は 42 万 1,732 円です。 

それぞれの目的別の内訳では以下のようになります。 

 

 

 

 

 

※ 令和 3 年 3 月 31 日現在人口 344,014 人 

 

土木費 
 
道路や河川、公園などの整備などに
要した費用 

民生費 
 
高齢者福祉、障害者福祉、生活福祉、
児童福祉、母子福祉、国民健康保険
や介護保険の一部などに要した費用 

教育費 
 
学校の整備や運営、生涯学習、 
スポーツ振興などに要した費用 

総務費 
 
市役所の運営、広報、市税の賦課徴
収などにかかった費用 

その他  
 
議会運営、商業・産業・農業の振興、
災害復旧などに要した費用 

公債費 
 
国や銀行などから借り入れた 
市債の返済に要した費用 

衛生費 
 
健康増進、疾病予防、環境への取り
組み、ごみ収集・処理などにかかっ
た費用 

民生費 14 万 96 円     総務費 13 万 5,581 円  衛生費  3 万 7,181 円  

教育費  3 万 7,036 円  土木費  3 万 3,204 円  公債費  1 万 9,311 円  

消防費  1 万 1,903 円  その他    7,420 円 

４ 

 

消防費 
 
消防、災害対策などに要した費用 
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令和 2 年度の歳出は、令和元年度と比較して、約 28.3%の増額となりました。 

総務費と民生費が増額の大きな要因となった一方で、衛生費は減額となりました。 

 

 

 

 

 

 市役所の運営、広報、市税の賦課徴収にかかる総務費は、令和元年度から約

194.2%増えました。 

 主な増額要因としては、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」として実施し

た特別定額給付金事業に、約 346 億円を要したことなどが挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

 

福祉や国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険の一部にかかる民生費は、令

和元年度から約 2.9%増えました。 

 主な増額要因としては、子育て世帯への臨時特別給付金や、児童扶養手当費による

臨時特別給付金にかかる費用などで、約 8 億円を要したことなどが挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

 健康増進、疾病予防、環境への取り組み、ごみ収集・処理などにかかる衛生費は、

令和元年度からから約 7.5%減りました。 

 主な減額要因としては、東部クリーンセンターの延命化工事にかかる費用が、令和

元年度から約 20 億円減額となったことが挙げられます。 

  

 

 

 

５ 
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令和 2 年度の人件費は、会計年度任用職員制度の導入などにより、令和元年度から

約 20 億円の増となりました。 

 

 

 179億5,803万円 12.4%

298億4,355万円 20.6%

66億4,310万円 4.6%

109億8,518万円 7.6%
172億7,556万円 11.9%

480億6,398万円 33.1%

95億5,116万円 6.6% 47億6,103万円 3.3%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

自治体の歳出は、４ページでご紹介した「目的別歳出」と、このページでご紹介

している、経済的性質を基準として分類した「性質別歳出」の２通りの分類方法に

より、集計されます。 

「目的別歳出」は、民生費や教育費、土木費など、市の仕事をどんな目的の仕事

なのかで分類したもの、「性質別歳出」は、職員の給料（人件費）や消耗品代（物件

費）のように、違う目的の中でも同じ性質をもっている経費ごとに分類したもの

で、「何のために使う経費か？（目的別）」、「どのように使う経費か？（性質別）」と

いう 2 つの角度から見ることで、市がどのようなところにお金を使っているかがわ

かりやすくなります。 

補助費等  
 
各種団体への助成金のほか、 

市が支払う保険料などの費用 

扶助費 
 
生活困窮者や障害者、児童等に対する
支援にかかった費用 

繰出金 
 
国民健康保険や介護保険の運営 

などのため、一般会計から特別 

会計に繰り出した費用 

物件費 
 
その他の項目に分類されないもの
で、消耗品費や旅費、委託料などに
かかった消費的な費用 

その他  

普通建設事業費 
 
道路や学校、その他の公共施 
設の改修などの建設事業にかか
った費用 
 

公債費 
 
国や銀行などから借り入れた 
市債の返済にかかった費用 

人件費  
 
職員の給与や議員の報酬などに 
かかった費用 
 

義務的経費 
37.5％ 投資的経費 

その他の経費 
62.5％ 

６ 
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基金は、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるもので、自治体の貯金

とも言えるものです。 

所沢市の普通会計では、急激な歳入の減や、突発的な歳出の増に備えて積み立てる

「財政調整基金」、公共施設の整備を行う「施設整備基金」をはじめ、以下の 14 種類

の基金があり、必要に応じて、取り崩しや積み立てを行っています。 

 

 

 

 

 
 
 
 

前年度の繰越金（歳出と歳入の差額）による積立額が、約 29 億 5,006 万円であ

ったのに対し、取り崩し額は、約 27 億 3,477 万円でした。 

 

 

 

 

積立額が約 5 億 256 万円であったのに対し、取り崩し額が約 10 億 6,701 万円

でした。 

前年度の繰越金等による積立額が、令和元年度から約 7 億円減額となったことが

影響したものです。 

 

 

土地開発基金       入学準備貸付基金          福祉資金貸付基金 

交通遺児奨学基金       財政調整基金                  緑の基金  

道路整備基金     中心市街地再開発整備基金   小・中学生スポーツ振興基金 

施設整備基金       ふるさと応援基金    マチごとエコタウン推進基金 

地域産業活性化基金      森林環境基金 

７ 
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■財政調整基金 ■ その他基金 

  

年度末基金残高の推移 
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 借金（市債）の金額が身の丈に合ったものかを確認するための指標として、「実質公

債費比率」というものがあります。市の収入に対する、公債費（借金の返済額）の割合

を示したもので、25％（早期健全化基準）を超えると、新たな借金をするのに制限が

出てきます。 

所沢市の実質公債費比率は、3.1％であり、健全な範囲内であるといえます。しか

し、平成３０年度は 2.4％、令和元年度は 2.6％と年々上昇しており、また残高も増加

傾向にあるため、今後も健全な財政運営を続けるために、計画的な借入を行っていきま

す。 

◇◇◇ 年度末市債残高の推移 ◇◇◇ 

８ 
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公共施設の整備など大規模な事業を行うには、一時的に多額のお金が必要になりま

す。これをその年度の収入だけで賄おうとすると、他の事業にお金が回らなくなってし

まいます。 

また、道路や公共施設などは、世代を超えて何十年も利用することができます。借金

をしなかった場合、整備した年に税金等で負担した世代と、その後に道路や公共施設を

利用していく世代の間で不公平が生じてしまいます。借金をすることで将来の世代にも

負担を分配でき、世代間の負担を公平にすることができるという効果もあります。 

 

※ その他にも、本来は国から地方交付税として交付されるお金の一部を「臨時財政対

策債」という市債（借金）で賄う制度もあります。 
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自治体の決算では、全国の自治体で行われている決算の結果を、自治体同士で比較で

きるようにするため、全国共通の指標が用いられています。 

ここまで、6 ページで「義務的経費比率」、8 ページで「実質公債費比率」をご紹介

してきましたが、さらに２つの指標から、所沢市の財政状況を詳しく見ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各市町村の規模ごとに、適切な行政サービスや公共施設維持などに必要とされるであ

ろう経費（①基準財政需要額）と、収入が見込まれる税収など（②基準財政収入額）を

算出し、②÷①で出した数値の、過去３年分の平均値を「財政力指数」といいます。 

この数値が大きいほど、財源（収入）に余裕がある状態となり、１を超えるとその自

治体の収入のみで財政運営ができるものとして、国からの普通交付税が交付されませ

ん。 

所沢市の令和２年度の財政力指数は、0.９73 でした。 

なお、県内の市で１を超えたのは以下の 3 市で、これらの市は地方交付税の不交付団

体となっています。 

■埼玉県内市 BEST３ ① 戸田市（1.252） ② 和光市（1.074） ③ 八潮市（1.027） 

借金や割賦払い、職員の退職金など、将来支払わなければならない負債が、収入に対

してどのくらいなのかを示す指標を「将来負担比率」といいます。 

将来財政を圧迫する可能性が高いとされる目安（早期健全化基準）は 350％となっ

ており、これを家計に例えると、「家や車のローンの残高、クレジットカードの支払残

高など、今後返済していかなければならない金額の総額が、年収の 3.5 倍以上になった

場合には、ローン返済などに追われ今後家計が立ち行かなくなり、経済的に苦境に陥る

状態にあること」を示しています。 

所沢市は令和２年度決算で 6.9％となっており、健全な範囲内ではありますが、実質

公債費比率と同様に上昇傾向にあるため、今後も将来を見据えた計画的な借入を行って

いきます。なお、比較的人口規模の近い市（人口 20 万人台～30 万人台）については

以下のとおりでした。 

９ 

 

 

    ●川越市  69.7％   ●越谷市 20.0％    ●草加市 12.6％ 

    ●春日部市 11.2％   ●上尾市 10.9％ 
 


